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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第49期

第１四半期
連結累計期間

第50期
第１四半期
連結累計期間

第49期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 8,142,851 8,761,478 36,763,472

経常利益 （千円） 92,601 269,376 2,337,047

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（千円） △37,407 202,545 1,516,020

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △134,375 65,061 1,538,897

純資産額 （千円） 11,679,323 12,487,304 12,699,704

総資産額 （千円） 49,390,412 50,325,102 52,760,493

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） △0.86 4.74 35.14

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 4.60 34.08

自己資本比率 （％） 23.0 24.1 23.4

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第49期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

なお、主要な関係会社の異動については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 （連結の範囲

又は持分法適用の範囲の変更）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善を背景に、景気は緩やかな回復基調

で推移したものの、欧米や中国をはじめとする海外経済の行方に予断を許せない、依然として先行き不透明な状況で

ありました。

当社グループに関連する建設業界におきましては、首都圏を中心とした大規模再開発工事、東京オリンピック・パ

ラリンピック関連事業など、工事は順次開始されており、受注環境は総じて堅調に推移しております。このような環

境の中で、当社グループは、次世代足場「Ｉｑシステム（アイキューシステム）」によるデファクトスタンダード獲

得を目指すべく、販売・レンタル両面での拡販及びＡＳＥＡＮ地域を中心とした海外展開を積極的に進めておりま

す。

当会計期間においては、国内では「Ｉｑシステム」をはじめとする仮設機材における、開発、製造、販売、レンタ

ルの一貫体制を強化し、グループ資産の運用効率や開発力の向上を図る事を目的に、ホリー株式会社の吸収合併の準

備を進めております。

また海外では、フィリピン、韓国の海外子会社において、内部管理体制基盤を強化してまいりました。

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の連結業績は、売上高は、8,761,478千円（前年同四半期比7.6％増）、

営業利益が259,912千円（前年同四半期比4.6％減）、経常利益が269,376千円（前年同四半期比190.9％増）、親会社

株主に帰属する四半期純利益が202,545千円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失37,407千円）とな

りました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

①販売事業

「Ｉｑシステム（アイキューシステム）」について、前期に引き続き、顧客からの多様なニーズに対して、ソリュ

ーション提案を積極的に展開してまいりました。結果、大型販売案件を受注し、さらに引き合いも増加しておりま

す。収益面におきましても、生産コストの低減により、収益性が向上しております。

これらの結果、売上高は3,887,089千円（前年同四半期比6.4％増）、営業利益462,726千円(前年同四半期比19.6％

増)となりました。

②レンタル事業

民間建築工事においては、堅調な建設需要の中で、「Ｉｑシステム（アイキューシステム）」を中心とした、仮設

機材の安全性・施工性に加えて、足場施工を併せた付加価値の高いサービスを顧客に提案してまいりました。土木・

橋梁工事用の仮設機材については、工事の着工が遅れているものの、少しずつ出荷が開始してまいりました。

収益面では、過年度における積極的な仮設機材の拡充により、減価償却費が増加しております。また、前期及び当

会計年度前半に行いました北信越地方、北関東地方の子会社２社の吸収合併において、合併後の日も浅く、資産の効

率的運用等、その効果は僅少でありました。

これらの結果、売上高は5,230,610千円（前年同四半期比4.4％増）、営業利益188,136千円(前年同四半期比50.1％

減)となりました。

③海外事業

ＤＩＭＥＮＳＩＯＮ-ＡＬＬ ＩＮＣ.（フィリピン）及びホリーコリア（韓国）において、前期からの課題であっ

た、営業管理、在庫管理などの内部管理体制について、その基盤を強化してまいりました。以降、特にフィリピンに

おきましては、旺盛な建設需要を背景に、積極的な営業活動をスタートしております。

この結果、売上高は1,123,949千円（前年同四半期比11.6％増）、営業損失4,882千円(前年同四半期は営業損失

25,000千円)となり、収益回復の兆しがみえてまいりました。

2445/E05493/エスアールジータカミヤ/2018年
－3－



(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、50,325,102千円となり、前連結会計年度末と比べ2,435,390千円減少い

たしました。この主な要因は、現金及び預金の減少1,300,689千円、受取手形及び売掛金の減少1,743,034千円等によ

るものであります。

負債合計は、37,837,798千円となり、前連結会計年度末と比べ2,222,990千円減少いたしました。この主な要因

は、未払法人税等の減少627,735千円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の減少1,355,503千円等に

よるものであります。

純資産合計は、12,487,304千円となり、前連結会計年度末と比べ212,400千円減少いたしました。この主な要因

は、為替換算調整勘定の減少164,007千円等によるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、11,034千円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 144,000,000

計 144,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 45,407,600 45,407,600 東京証券取引所市場第一部
単元株式数

100株

計 45,407,600 45,407,600 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成29年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

103,600 45,407,600 14,262 729,032 14,262 767,032

（注）新株予約権の行使による増加であります。

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,606,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 42,680,000 426,800 －

単元未満株式 普通株式 17,400 － －

発行済株式総数 45,304,000 － －

総株主の議決権 － 426,800 －

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エスアールジータ

カミヤ㈱

大阪市北区大深町

３番１号
2,606,600 － 2,606,600 5.75

計 － 2,606,600 － 2,606,600 5.75

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,587,909 4,287,219

受取手形及び売掛金 10,189,280 8,446,246

商品及び製品 2,745,211 3,039,653

仕掛品 623,679 671,038

原材料及び貯蔵品 831,797 918,982

繰延税金資産 148,540 174,849

その他 588,403 633,483

貸倒引当金 △157,578 △153,090

流動資産合計 20,557,244 18,018,382

固定資産

有形固定資産

賃貸資産 38,284,023 38,411,114

減価償却累計額 △19,560,884 △19,852,936

賃貸資産（純額） 18,723,139 18,558,178

建物及び構築物 5,542,443 5,519,692

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,868,075 △2,882,085

建物及び構築物（純額） 2,674,367 2,637,606

機械装置及び運搬具 1,896,008 1,890,490

減価償却累計額 △770,006 △796,362

機械装置及び運搬具（純額） 1,126,002 1,094,127

土地 5,277,847 5,274,899

リース資産 882,272 852,286

減価償却累計額 △427,554 △444,395

リース資産（純額） 454,717 407,891

建設仮勘定 118,562 139,756

その他 910,328 919,399

減価償却累計額 △562,797 △579,219

その他（純額） 347,530 340,179

有形固定資産合計 28,722,168 28,452,639

無形固定資産

借地権 327,821 327,821

のれん 110,950 96,555

リース資産 51,197 41,880

その他 149,694 143,372

無形固定資産合計 639,664 609,629

投資その他の資産

投資有価証券 421,491 436,986

差入保証金 582,842 583,201

会員権 46,206 31,146

退職給付に係る資産 84,070 97,992

繰延税金資産 799,448 804,817

その他 969,007 1,351,932

貸倒引当金 △61,649 △61,625

投資その他の資産合計 2,841,416 3,244,450

固定資産合計 32,203,248 32,306,719

資産合計 52,760,493 50,325,102
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,971,664 5,957,931

短期借入金 5,163,530 5,474,153

1年内償還予定の社債 62,500 62,500

1年内返済予定の長期借入金 5,762,166 5,653,586

リース債務 202,507 186,062

未払法人税等 776,202 148,467

賞与引当金 229,602 95,741

設備関係支払手形 241,378 78,285

その他 2,196,593 2,144,830

流動負債合計 20,606,144 19,801,558

固定負債

社債 612,500 581,250

長期借入金 15,403,972 14,157,048

リース債務 354,502 311,368

役員退職慰労引当金 47,365 48,675

退職給付に係る負債 853,787 794,420

資産除去債務 12,457 12,534

その他 2,170,058 2,130,943

固定負債合計 19,454,643 18,036,239

負債合計 40,060,788 37,837,798

純資産の部

株主資本

資本金 714,770 729,032

資本剰余金 1,208,857 1,223,120

利益剰余金 11,425,631 11,350,643

自己株式 △1,232,951 △1,233,001

株主資本合計 12,116,307 12,069,794

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 46,873 57,040

繰延ヘッジ損益 △48,354 △44,218

為替換算調整勘定 241,387 77,379

退職給付に係る調整累計額 △17,842 △6,556

その他の包括利益累計額合計 222,063 83,644

新株予約権 271,176 242,754

非支配株主持分 90,157 91,110

純資産合計 12,699,704 12,487,304

負債純資産合計 52,760,493 50,325,102
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

売上高 8,142,851 8,761,478

売上原価 5,759,603 6,302,611

売上総利益 2,383,248 2,458,867

販売費及び一般管理費 2,110,945 2,198,954

営業利益 272,302 259,912

営業外収益

受取利息 2,656 3,695

受取配当金 8,949 15,907

受取賃貸料 30,031 13,416

賃貸資産受入益 5,266 9,235

スクラップ売却収入 7,359 16,389

持分法による投資利益 8,794 38,574

その他 18,696 20,950

営業外収益合計 81,755 118,170

営業外費用

支払利息 54,772 56,188

支払手数料 18,342 25,319

デリバティブ評価損 6,670 1,195

為替差損 168,442 11,658

その他 13,228 14,344

営業外費用合計 261,456 108,706

経常利益 92,601 269,376

特別利益

固定資産売却益 3,552 1,191

特別利益合計 3,552 1,191

特別損失

固定資産除却損 3,617 3,074

特別損失合計 3,617 3,074

税金等調整前四半期純利益 92,536 267,493

法人税、住民税及び事業税 90,599 112,626

法人税等調整額 39,506 △48,581

法人税等合計 130,105 64,045

四半期純利益又は四半期純損失（△） △37,569 203,448

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△161 903

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△37,407 202,545
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △37,569 203,448

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △5,835 10,198

繰延ヘッジ損益 △7,221 4,135

為替換算調整勘定 △97,676 △164,007

退職給付に係る調整額 13,927 11,285

その他の包括利益合計 △96,806 △138,387

四半期包括利益 △134,375 65,061

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △134,211 64,126

非支配株主に係る四半期包括利益 △163 934
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、当社と吸収合併したことにより、株式会社タツミを連結の範囲から除外して

おります。

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

受取手形裏書譲渡高 137,728千円 61,517千円

２ 手形債権流動化に伴う買戻し義務額

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

手形債権流動化に伴う買戻し義務額 210,722千円 153,049千円

３ 保証債務

(1）連結子会社の金融機関等からの銀行借入に対し、連帯保証を行っております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

ＤＩＭＥＮＳＩＯＮ－ＡＬＬ ＩＮＣ． 122,650千円 165,750千円

（55,000千フィリピンペソ） （75,000千フィリピンペソ）

(2）連結子会社以外の会社の金融機関等からのリース債務に対し、保証予約を行っております。

前連結会計年度
（平成29年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（平成29年６月30日）

(同)京都第四発電所 299,737千円 290,497千円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次のとおりで

あります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日

至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

減価償却費 1,096,137千円 1,155,557千円

のれん償却額 8,765 8,709

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月25日
取締役会

普通株式 284,218,545 6.5 平成28年３月31日 平成28年６月15日 利益剰余金

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月10日
取締役会

普通株式 277,532,899 6.5 平成29年３月31日 平成29年６月13日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日 至平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

販売事業 レンタル事業 海外事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高

外部顧客への売上高 2,561,027 4,951,911 629,912 8,142,851 － 8,142,851

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,091,126 59,169 376,918 1,527,214 △1,527,214 －

計 3,652,153 5,011,080 1,006,831 9,670,065 △1,527,214 8,142,851

セグメント利益
又は損失（△）

386,764 377,355 △25,000 739,119 △466,816 272,302

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△466,816千円には、セグメント間取引消去△129,026千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△337,789千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成29年４月１日 至平成29年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

販売事業 レンタル事業 海外事業 合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高

外部顧客への売上高 2,804,842 5,177,765 778,870 8,761,478 － 8,761,478

セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,082,246 52,844 345,078 1,480,170 △1,480,170 －

計 3,887,089 5,230,610 1,123,949 10,241,649 △1,480,170 8,761,478

セグメント利益
又は損失（△）

462,726 188,136 △4,882 645,981 △386,068 259,912

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△386,068千円には、セグメント間取引消去△28,476千円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△357,591千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

共通支配下の取引等

連結子会社の吸収合併

当社は、平成28年12月20日開催の取締役会において、株式会社タツミとの間で、当社を合併存続会社、株式会

社タツミを合併消滅会社とする吸収合併を行うことを決議し、同日付で合併契約書を締結し、平成29年４月21日

付で吸収合併いたしました。

(1）取引の概要

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合当事企業の名称 株式会社タツミ

事業の内容 仮設機材の販売及びレンタル、仮設工事の計画・設計・施工

② 企業結合日

平成29年４月21日

③ 企業結合の法的形式

当社を存続会社とし、株式会社タツミを消滅会社とする吸収合併であります。

④ 結合後企業の名称

エスアールジータカミヤ株式会社

⑤ その他取引の概要に関する事項

株式会社タツミは、平成６年より当社子会社として、茨城県を中心に仮設機材のリース・レンタル業を

展開してまいりました。近年では、仮設機材の販売事業、仮設工事の計画、設計、施工事業にも注力し、

幅広く地域に密着したサービスを提供してまいりました。

この度、当社は、関東圏の営業体制を統合し、効率的なグループ経営を目指すため、株式会社タツミを

吸収合併し、支店直轄運営することといたしました。

(2）実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」に基

づき、共通支配下の取引として処理しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり
四半期純損失金額（△）

△0円86銭 4円74銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は
親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）
（千円）

△37,407 202,545

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損
失金額（△）（千円）

△37,407 202,545

普通株式の期中平均株式数（千株） 43,725 42,699

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 4円60銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額
（千円）

－ －

普通株式増加数（千株） － 1,365

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜
在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ
ったものの概要

－ －

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成29年５月10日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

（イ） 配当金の総額 277,532,899円

（ロ） １株当たりの金額 ６円50銭

（ハ） 支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成29年６月13日

（注） 平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年８月８日

エスアールジータカミヤ株式会社

取締役会 御中

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坂井 俊介 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中尾 志都 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエスアールジー

タカミヤ株式会社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４

月１日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記に

ついて四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エスアールジータカミヤ株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四

半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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